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知財紛争処理システムの機能強化に向けた検討について

（知財紛争処理システムの機能強化に向けた検討）

我が国の知財紛争処理システムの一層の機能強化に向けて、権利者と被疑侵害者とのバランスに留意しつ
つ、（中略）総合的に検討し、必要に応じて適切な措置を講ずる。

（訴訟遂行に関する負担への対応）

訴訟遂行のための負担が中小企業による紛争処理システムの利用を阻害しないよう、中小企業への必要な措
置について検討する。

知的財産推進計画２０１５における記載

 我が国の知財紛争処理システムの機能を強化し、その活性化を図ることにより、知的財産の価値を高
め、イノベーション創出につなげるべく、知財紛争処理システムについて、「知財紛争処理システム
検討委員会」（委員長：伊藤 眞 東京大学名誉教授、長島・大野・常松法律事務所顧問、弁護士）において
議論を行う。（第１回会合 平成２７年１０月２８日開催、平成２８年３月２２日にとりまとめ。）

◎知財紛争処理システム
機能強化の総合的検討

裁判所

知財訴訟上の争点

被告（被疑侵害者）

 権利が有効か無効か

 侵害しているかどうか

 賠償すべき損害額はいくらか

 権利付与から紛争処理を通じ
ての権利の安定性の向上

 権利者の立証負担を軽減する
ための証拠収集手続の改善

 ビジネスの実態を反映した損
害賠償額の実現

 差止請求権の在り方

 その他（中小企業の支援等）

特許庁

原告（特許権者）
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【現状と課題】
○ 特許権侵害の証拠は被疑侵害者側に偏在しているという特殊性があり、特に、侵害行為が侵害者側で行われ
る製造方法特許等についてはその立証が困難。

○ 過去の改正により特許法には書類提出命令などの民事訴訟法の特則が導入されたが、依然として不十分であ
るとの指摘がある。一方で、証拠収集手続の強化にあたっては、営業秘密保護にも留意する必要がある。

証拠収集手続

○ 証拠調べにおいて、裁判所が選任した中立的な第三者の専門家が被疑侵害者に対
して査察を行う制度について具体的に検討。

⇒ 営業秘密保護に配慮しながら、証拠収集手続の実効性を確保できる。

① 具体的態様の明示義務※１が十分に履行されなかった場合に書類提出命令が発令
されやすくする。 ※１ 争点整理において、被疑侵害者が侵害行為を否認する際に

具体的な態様を明示しなければならない義務

⇒ 非協力的な被疑侵害者に対し、書類提出命令が発令されやすくなる。

② 書類提出命令に併せて、裁判官の職権などで秘密保持命令※２を発令できるように
する。

※２ 営業秘密を含む証拠等の訴訟追行目的以外の使用禁止の命令

⇒ 裁判官が、証拠の必要性を重視して書類提出を命じるか、
営業秘密の保護を重視して書類提出を命じないか
の判断に際し、秘密保持をかける前提で判断できるよう
になり、結果、書類提出命令が発令されやすくなる。

訴え提起前の証拠収集

訴えの提起

侵害態様の特定のための
争点整理

侵害行為の立証のための
証拠調べ

・具体的態様の明示義務
（特許法第104条の２）

・書類提出命令
（特許法第105条）

・秘密保持命令
（特許法第105条の４）

 査察制度の導入

 書類提出命令発令の容易化

＜訴訟進行のイメージ＞

侵害の有無の判断

・訴え提起前の証拠収集の処分等
（民事訴訟法第132条の２等）

・証拠保全（民事訴訟法第234条等）

【考え得る方策】

証拠の必要性

書類提出命令の判断
（利益の比較衡量）

営業秘密の保護

○ 書類提出命令を容易に発令できるようにするための仕組みを具体的に検討。



○ 損害額として、特許の最低限の価値である「通常の実施料相当

額」に加えて、侵害行為を行っている場合に段階的に実施料率が

高くなるビジネス実態を踏まえ、填補賠償の範囲内で通常の実施料

相当額を上回る額の算定がより容易にできるようにするための考慮

要素を明確化することについて、具体的に検討。

 通常の実施料相当額を上回る額の算定の容易化

損害賠償額

【現状と課題】

○ 特許権は、無体物（情報財）に関する権利であるため、損害額の特定と立証が困難。

○ 平成10年特許法改正では、新たな算定ルールの導入（特許法第102条第１項）や、妥当な実施料相当
額認定を可能とするための修正（特許法第102条第３項）が行われたが、十分でないとの指摘がある。

（補償額）

警告時平時 訴訟時 （時間）

通常の実施料相当額

・収益可能性
・使い方を決める
価値の毀損分？

第１項：「権利者製品の利益率×侵害者の販売数量」を損害額
とできる。ただし、権利者が販売できない事情分を控除。

第２項：侵害者利益を損害額と推定する。
第３項：特許の実施に対して受けるべき相当な額を損害額とでき

る。

特許法第102条＜立証負担を軽減する規定＞

故意又は過失の侵害者は「生じた損害」を賠償する。

民法第709条＜不法行為の損害賠償の一般規定＞

【考え得る方策】

○ ビジネス実態に即した通常の実施料相当額の認定を容易にする

ため、最低限の通常の実施料相当額を裁判所が認定する際の基礎

となるような、ビジネス実態に即した通常の実施料のデータベースや

ガイドラインの作成について、その可否を含め具体的に検討。

 通常の実施料のデータベース等の作成

○ 勝訴した権利者が実態に基づき弁護士等の費用を請求して、そ

れが認容されるという適切な運用に資するよう、弁護士費用のデー

タベースやガイドラインの作成について、その可否を含め具体的に

検討。

 実態に即した弁護士費用請求の容易化

填
補
賠
償
内



○ 技術的専門性が求められる進歩性判断等の特許の有効性判断に際して、

特許庁の意見を裁判所が参照できるようにする制度や権利の有効性を確

認できる制度を具体的に検討。

⇒ 特許庁の意見も踏まえた裁判所の判断を求めるユーザーニーズ

に応えることができ、納得感が高まる。

 特許庁への求意見制度等の導入

○ 特許権の有効性が推定されることを確認的に規定するための明らか要
件の導入について、その是非を含めて具体的に検討。

 確認的な明らか要件の導入

権利の安定性

＜被疑侵害者側の負担＞

無効審判請求をせずに、
無効の抗弁が可能。

＜権利者側の負担＞

訂正の再抗弁の際、訂正
審判請求等が必要。

侵害訴訟における、有効性に
関する主張の際の現状の負担

【現状と課題】
○ 特許権は、行政処分を経て権利付与されるが、その判断は絶対的ではないため、特許付与後に、特
許庁（無効審判等）及び裁判所（特許権侵害訴訟）においてその有効性の有無を判断する仕組みがある
が、権利者と被疑侵害者の攻撃防御バランスが被疑侵害者に有利ではないかとの指摘がある。

・無効の抗弁（特許法第104条の３）
被疑侵害者が、侵害訴訟で特許無効を主張できる。

裁判所による有効性判断の手続

・特許異議申立制度（特許法第113条）
特許公報発行後６月以内に、何人も行える。書面審理。

・無効審判制度（特許法第123条）
特許権設定後、利害関係人が行える。口頭審理。

・訂正制度（特許法第126条）
権利者が、特許の瑕疵を取り除くための制度。

特許庁における有効性等判断の手続

【考え得る方策】

 訂正の再抗弁の要件緩和

○ 被疑侵害者が特許庁での手続を経ずにできる、無効の抗弁の負担との
バランスを図る観点から、権利者が、特許庁での手続を経ずに、訂正の再
抗弁※をできるように要件を緩和することについて具体的に検討。

※ 侵害訴訟で行う、権利範囲を狭くするなどの訂正主張。
現行の運用では、訂正審判請求等をしていることが必要。

⇒ 裁判所で特許の有効性とともに、訂正の可否についても一回的に
解決されるようになり、訂正による無効回避の主張がしやすくなる。



差止請求権

○ 標準必須特許やＰＡＥ（特許主張主体、パテントトロールを含む）の権利行使に際して、差止請求

権を制限すべきとの指摘があるが、差止請求権は発明の独占的実施を認める特許権の根幹である

ため、当面、法改正により一律に制限することは行わず、個々の事案に応じて、権利の濫用法理や

競争法により対応。

○ 中小企業が利用可能な知財分野における裁判費用保険の整備に向けた民間の取組の支援。

○ テレビ会議システムの一層の利用促進のためのより積極的な周知。

○ 知財紛争処理システムに関する情報公開や海外発信を促進。

その他の論点



※ 図表は、知財事務局調べのほか、平成25年及び26年度特許庁産業財産権制度問題調査研究、ＧＲＵＲ 2013.6号並びに
The Global IP Project HP(http://idpreview.net/sites/global-ip/wp-content/uploads/2015/01/Significant-Trends-Slides-25-Jan-2015.pdf)を基に知財事務局作成。

日本 米国 中国ドイツ
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特許権等侵害訴訟の提起件数の各国比較

173 

2,830 3,196 

187 

1,250 

5,189 

9,680 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2006 2012 2006 2012 2006 20122011

（注）特許権、実用新案権、意匠権に係る侵害訴訟件数（ドイツは意匠権を除く。）。

知財関係民事事件件数と平均審理期間の推移

日本の特許権侵害訴訟の終結状況
（2011～2013の地裁判決。和解を含む。）
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23％

大企業32％

中小企業19％

日本
(‘95-08)
・大企業、中小企業は（09’-13)

※勝訴率は、判決で終結した事案で算出。和解等は含まれない。
日本においては、４割強が判決、４割弱が和解で終結
米国においては、９割弱が和解、3.5％が公判判決で終結
ドイツにおいては、４割が判決で終結

※日本の提訴者は、中小企業が60%、大企業が27%、外国企業が13%。

特許権者の勝訴率の各国比較

【参考資料】
特許の権利無効による敗訴率の推移

（2003～2013年の地裁判決）

※２００４年の特許法改正により、特許侵害訴訟において被告
が特許無効の抗弁を主張することができることとなった。

・特許法には、法改正により書類提出命令など証拠収集のため
の特別な規定が設けられているものの、実態として侵害の立
証が困難との指摘がある。
（参考）
・米国には、強力な証拠収集手続（ディスカバリー）あり（これについては、
費用が掛かり過ぎるなどの批判があり、見直しの動きあり。）。

・独国には、被疑侵害者の工場を第三者が査察できる制度あり。

損害賠償額の状況

証拠収集手続

・特許法には、損害額の推定など賠償額認定のための特別な
規定があり、累次の改正を経て適正化されたとの評価がある
一方で、認定額が十分ではないという指摘もある。
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